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１  目   的 
 

        災害対策マニュアルの作成は、高圧ガス事業者が自然災害により高圧ガス設備に

被害が発生することを想定し、事前の予防対策、応急対策等の基本的な対応方法を

あらかじめ定めておくことにより、被害の低減を図り、従業員の安全と高圧ガスに

よる二次災害の防止に繋げることを目的とするものである。 

 
 

２  適用範囲 
 

      今回、地震津波対策部会として、災害対策マニュアルの作成を要請する県内高圧 

ガス事業所は、以下のとおりとする。 

  これらの事業所は、いずれも危険性の高い高圧ガスを取扱い災害によるガス漏洩 

時には、人命に係わる事態となる可能性が高いこと、漏洩したガスにより二次災害 

の発生が懸念されることなどから、マニュアル整備による安全確保を要請するもの 

である。 

      なお、別表記載以外の高圧ガス関係事業所においても、自主保安対策として災害 

対策マニュアル等を作成し安全確保を図られたい。 

 

                                                                        別表 

 

         〔一般高圧ガス関係〕                        〔事業所区分〕 

 

１    一般高圧ガス充填事業所                 第一種製造所 
      

２    液化酸素（ＣＥ）製造事業所             第一種及び第二種製造所 
         (特定高圧ガス消費者：医療施設に限る。） 
     

３    可燃性、毒性ガス及び酸素取扱事業所     第一種製造所及び第一種貯蔵所 
     （１及び２を除く） 

 

         〔液化石油ガス関係〕                         〔事業所区分〕 

    ４    液化石油ガス充填事業所                     第一種製造所 

（オートガススタンドを含む） 

     
５    液化石油ガス製造（貯蔵）事業所         第一種製造所及び第一種貯蔵所 

（特定高圧ガス消費者に限る。） 
 

         〔冷凍冷房関係〕                             〔事業所区分〕 

    ６    アンモニア冷凍冷房事業所               第一種及び第二種製造所 

 

７    ﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ冷凍冷房事業所                第一種製造所及び認定指定設備 

(屋内に設置された冷媒量 300kg 以上                        (第二種) 

の事業所に限る。)                          

 

    ※表中の１～５事業所については、３トン以上の高圧ガス貯槽を有する事業所を対象とする。 
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３  災害対策マニュアルの取扱い 

 

災害対策マニュアルの作成を要請する事業所のうち、第一種製造所においては、

危害予防規程に本マニュアルを位置付け、危害予防規程届書（変更）にマニュア

ルを添付の上、以下の提出期限までに県へ提出すること。 

上記以外の事業所については、作成された災害対策マニュアルを以下の提出期

限までに県へ報告されたい。 

※提出期限 ： 平成２７年３月３１日 

 

        作成にあたっては、マニュアルを実践的に活用できる常備書類として整備し、

今後の変更等にも柔軟に対応可能とするよう、危害予防規程の内容に部分的な加

筆を行うのではなく、付属書として作成されることを勧める。 

        第一種製造所以外の事業所においても、同様な考え方により取り扱われたい。 

        なお、作成された災害対策マニュアルについては、今後の県による立入検査等

において整備状況について確認を行う予定である。 

 

 

４  災害対策マニュアル作成手順 

 

        本災害対策マニュアルの作成事例では、事業所が保有する高圧ガス設備の安全

状態及び地域における災害予想から被害規模を想定し、その被害に対する予防対

策、応急対策及び被害低減策について検討し作成することとしている。 

        以下に、作成手順と構成図を示す。 

 

    【作成手順】 

① 保有する高圧ガス設備を詳細に把握、災害時の設備被害を想定する。 

 

② 事業所地域における災害予想規模について、参考情報等より確認し被害 

を想定する。 

 

③ 想定された被害に対して、『災害に備えた予防対策』及び『災害時の応急対 

策』並びに『災害後の復旧対策』について検討する。 

 

④ 想定する設備被害については、具体的な被害想定を示し、緊急時の対処例 

  を作成する。 

本要領書に添付の『自然災害に伴う高圧ガス設備被害想定事例』を参考に 

         にされたい。 

 

       ※  マニュアル作成に当たっては、添付の各種作成事例を参考に、自社の保有

設備や事業所地域の災害規模等を考慮し作成すること。 

           なお、検討された被害低減対策については、実施している対策に限らず、

必要と判断する対策についても記載し、今後計画的に対策を図るものとする。 

 

 

 



 

    【 構 成 図 】 

                             災害対策マニュアル 

 

      基本的事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ③災害に備えた予防対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ③災害時の応急対策 

 

 

 

 

                             内は、別に紹介する ④ 

「自然災害に伴う高圧ガス設備被害想定事例」を示す。 

 

      ③災害後の復旧対策 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

被 害 想 定 

想定される災害 

災害時の予防対策 

防災体制 

  組織 

緊急時連絡

網の整備 

防災教育 

防災訓練 
設備被害想定 

応 急 措 置 

被害低減対策 

①保有設備等の再確認 

・保有設備の規模 

・設備管理面 

②災害情報の収集等 

・災害エリア 
・ハザードマップ他 
・事業所の立地、設置環境 

設備点検 

・余震に備えた設備監視強化 

・設備業者の定期自主検査を実施 

・高圧ガス貯槽の耐震性目視確認表 

緊急時連絡・設備業者等の応援要請・避難 
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